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7．1 概 　要

　道路 ・鉄道 ・港湾 ・建築関係 の 基準類 にお け る杭

基礎 の 設訐 に お い て ， 基本的な検討事項お よ び設計

手順は ， あ る程度共通 し て い る 。 しか しなが ら ， 各

々 の 対象構造物 ・関係機関 ・基準類 の 役割 ・制定 の

歴史的経緯等の 違 い に よ り， それ ぞれ の 特徴を有す

る 。

　本章で は，下表 の 基準類 を対象 とす る。

  道路 ：道路橋示方書 ・同解説 IV 下部構造編
1）

　　　　→ 　道示

  鉄道 ： 国鉄建造物設計標準解説一基礎構造物 ・

　　　　抗土圧構造物
2）

　　　　→ 　建造物設計標準

  港湾 ： 港湾 の 施設 の 技術上 の基準 ・ 同解説
3）

　　　　→ 　港湾施設基準

  建築（行政）：建設省告示第 111号 ・1623号 4）

　 　 　 　 　 　 此
一

　 　 　 　 → 　　口 不

  建築（学会）：建築基礎構造設計指針
5）

　　　　→ 　建築基礎指針

　 まず全体 に ほ ぼ共通す る基本的検討事項 と設計手

順を 7．2節で概説す る 。 本稿で は そ の 内，鉛 直支持

に つ い て述 べ
， 水平抵抗に つ い て は 次稿で 述べ る 。

そ こ で， 7．3節で 各現行基準類 の鉛直支持力算定法

の 特徴を ま とめ ， 次に 7．4節で杭施工 法別 に各現行

基準類 の鉛直支持力算定式 を比較する 。 た だ し， 群

杭に関して は実測 デー
タが限られ て い る の で ， 単杭

の み を対象 とす る 。 1985年以前の 旧基準類に つ い て

の 歴史的経緯 ・特徴につ い て は文献
6）

に詳 し く説明

され て い る が ， それ以降 ， 建築 の 行政関係を除い て

す べ て 改定され て い る
。

そ こ で ， 旧基準類 と の 対比

の も とに説明す る 。 た だ し基準の 性格上，改定に 際

して は前基準 と基本的に は矛盾 しな い こ とが前提 と

な っ て い る 。 最近 の 改定の 主要 な点は ， 軸力分布を

測定 し た現場載荷試験デ ータ の 蓄積 に基づ く， 場所

打 ち杭 を中心 と し た支持力算定法 の 見直 し で あ る の

で ， そ の 点を中心 に述 べ る 。 7．5節 で ， 主 に土質力

学的な観点か ら ， 杭 の鉛直支持力算定 に関する動向

と課題 をま とめ る 。

7．2 基本的検討事項 と言殳計手順
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　各基準類 における 設計上 の基本的検討事項 は，次

の よ うに ま とめ られ る
7）

。

　  　杭 に 作用 する荷重 が ， 地盤や杭本体な どによ

　　っ て 決 まる許容支持力 （耐力）以 下で あ る こ と。

　  　沈下量や水平変位 の 制限が あれ ば ， 許容変位

　　量以内に収 まる よ う に杭 の本数や 径を考え る こ

　　 と。

　  杭基礎に 作用す る荷重 は原則 と して 杭 の み で

　　抵抗 させ ，
フ ーチ ン グ （建築関係で は べ た基礎

　　も含 め て 基礎 ス ラブ）の抵抗 を考慮する揚合は

　　慎重 に検討す る こ と 。

　  　圧密沈下層 を貫 く場合や ， 影響範囲内に圧密

　　層があ る揚合は ， 沈下 の 影響を検討する こ と 。

　  杭 の 最小間隔は 杭径 の 2．5〜3．0倍を標準 とす

　　る こ と。

　また ， 杭基礎設計の 手順は ， 次の よ うに ま とめ ら

れ る
7）
。

　  　地盤調査，環境調査，施工 条件 の 調査 を十分

　　行 っ て ， 杭 の 施工 法 を念頭にお い て ， 杭種 ， 杭

　　径， 杭長 な どを仮定 する 。

　  　単杭の 常時お よび 地震時の 押込み ・引抜き ・

　　水平方向の許容支持 力 を算定す る 。 群杭効果や

　　ネガ テ ィ ブ ・フ リク シ ョ ン を考慮す る 必要が あ

　　る場合は ， そ れ ら に よ る 低減を行 う。

　  　杭配置や本数を仮 定 して ，各杭頭 に分配 され

　　る杭頭反力 と変位量 の 計算を行 い
， 許容支持力
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　　 ・許容変位量 と 比較 し て ，妥当な値に 収 まるよ

　　 うな杭配置や本数を決め る 。

　  　杭 の深 さ方 向の モ ー
メ ン トやせ ん断応力分布

　　を計算 し， 杭 の 詳細 な 断面 （鋼管杭 の 肉厚や

　　 RC 杭 の 鉄筋量） を計算す る 。 どうし て も適切

　　な 断面が決 ま らな い 場合は ，   ま たは  に 戻 っ

　　て 計算をや り直す必要 が あ る 。

　  　杭頭 ・杭先端 ・継手 な どの 構造細 目を決め る 。

　  　杭頭反力を用 い フ ー
チ ン グ （基礎 ス ラブ）の

　　検討 を行 う。

　杭基礎設計 の 実際例は ， 例えば文献
7）・s）

に示 され

て い る 。

7．3 現行設計基準類の鉛直支持力算定法の

　　 特徴

　7．3．1　道路関係

　現行基準は，1980年版 を改訂 した道示（1990）
1）

で

あ る 。 なお ， 道路関係 の 公団 （日本道路公 団 ・首都

高速道路公 団 ・阪神高速道路公団 ・
本州四国連絡橋

公団）は ， 道路橋示方書を補足す る もの と して ， 各

々 独 自の 設計基準類 を制定 し て い る
e）

。

　杭基礎 の 鉛直支持力に関 し て は ， 載荷試験データ

を基に場所打ち杭を中心 に大幅に改訂 され た1980年

版か ら大きな変更 は な い 。1980年版 に お い て ，場所

打 ち杭に対 する算定式で ， 先端支持力の 減少 （砂質

地盤 で 300〜 750　tf／皿
：

か ら 300　tf／皿
2
に 減 少）， 周

面摩擦抵抗 の 大幅な増加 （砂質土で 上限値 を 12tf／

m2 か ら 20　tf／m2 に ， 粘性土で ‘／2 また は Nf2 か ら

C また はN に増加）に よ り場所打ち杭を摩擦杭的な

も の と見な し た
9）

。

　1990年 の 改訂 で は，  過圧密粘性土地盤 に杭長の

1／3以上根入れ され て い る場合等の 条件付き で ， 摩

擦杭の 安全率 を 4 か ら支持杭 と同等の 3 に し て よ い

こ と，   載荷試験に お い て ， 明確な極限荷重 が見 ら

れ な い 場合 は ， 杭径 の 10％の 沈下量で の 荷重 を極限

支持力 とす る こ と （後述す る鉄道 ・建築関係にお け

る基準支持力 と同等），   載荷試験 を実施 し た 揚合

は ， 計算の み で推定 し た場合 よ りも安全率を低減 し

うる ， 等の 変更があ っ た 。

　7。3．2　鉄道 関係

　建造物設計標準（1986）
2）

は ， 1974年発行の 「日本

国有鉄道建造物設計標準解説 （基礎構造物及び抗土
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圧構造物）」 を ， 土木学会 に 委託 して 改訂 し た もの

で ある。

　1974年版は ， 場所打ち杭に対 する有効な載荷試験

の な い 中で制定 され て お り， 極限支持力の 定義 に沈

下量が考慮 され て い な い た め ， 打込 み杭 と場所打 ち

杭は 同等 の 支 持 力 （例 えば， 先 端 抵 抗 g。 1、
・・30N

〔tf／ma 〕） と し て い た
1°）

。

　1986 年版で は ， 約20例 の 場所打 ち杭 の 載荷試験デ

ー
タ を用 い て ，杭径 の 10％ の 沈下量に対す る支持力

を
“

基準支持力
”

と定義 し て ， 統計的解析 を行 っ て

基準先端支持力 （砂質土 7N ，砂礫 101＞）お よび最

大周面支持力 （結果的に ， 前述 の 大幅 に 増 大 し た

1980年版道示 と同等） の各算定式 を定めた 。 さ らに

確率的検討に よ り， 先端抵抗お よび周面抵抗 に別個

の 安全係数 （安全率 の 逆数） を定め た
1°）

。
こ の 確率

的検討 に際 し て ，1974年版と同程度 の 安全性 を有す

る こ とを判断基準 と して 用 い て い る の で
11）
，約 1／3

〜 1／4 に 減少 し た 場所打 ち杭 の 先端抵抗に対する安

全係数は常時状態にお い て 0．6（すなわち安全率L7 ）

とな っ て お り， 他分野 の 現行設計基準類 と比 べ る と，

許容鉛直支持力 の 内の先端抵抗 は倍程度大 きくな る。

た だ し ， 別途定 め られ た方法 で検討 した変位量 が ，

定 め られ た許容変位量以下で あ る こ とと した条件が

規定され て い る 。

　7．　3．　3 港湾関係

　現行の 港湾施設基準（1989）3） は ， 1979年発行 の も

の の 改訂版 で ある 。

　港湾構造物にお け る 基礎杭の設計で は水平抵抗が

支配的で あ り， 大 口径 ・長尺 の 鋼杭 を用 い た打込 み

杭 が大半 を 占め る の で ， 打込 み杭 を対象 として い

る 。 港湾構造物は ， ほ か の 構造物 に 比 べ 変形 に対す

る制限が さほ ど厳 し くな い もの が多い
。 した が っ て ，

安全率がほか の 基準類よ りも小 さい もの にな っ て い

る
6）

。

　1989年版 で は，極限先端抵抗 n：q。 rt
・・40　N 〔tf／m2 〕

か ら 30N に ， 杭先端付近の 平均N 値 N の計算範囲

が下方 0〜 2D ・ 上方 10D か ら杭先端 と上方 4D に

変更 に な り，
ほ か の 基準類 の 打込み杭 の 算定式 と ほ

ぼ同等 の も の に な っ た
。

　7．3．　4　建築関係

　（1｝ 行政

　「建築基準法施行令」 （1950）93条の 規定に基づ く ，

土 と基礎，40− 6 廴413）
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「建設省告示第 111 号」 （1971）（「建設省告示 第1623

号 」 （1978） に よ り一部改正）・各種通達 に加 え て，

確認 申請を実際に審査す る特定行政庁 （人 口25万人

以 上の 市 ， 都道府県等）で は ， 告示 ・通達 ・学会指

針 ・現場で の 施工 管理 の 実状な どを参考に し， 法令

に 抵触 しな い 範 囲内で 内規 と し て設計指針等 を定 め

て 行政指導を行 っ て い る
6）・s）

。

　 1971年 の 告示 で は ， 先端抵抗は g＝　40N 〔tf／皿
2
〕

で あ っ た が ， 1978年の 改正 で 30N （打込 み杭） ・ 20

N （セ メ ン トミル ク工 法 に よ る埋込 み杭）・15N （場

所打ち杭） と変更にな っ た 。 周面摩擦抵抗は N ／5・

9u／2 （上限値は ， 打込 み杭 10〔tf／皿
2
〕， 埋 込 み ・場

所打ち杭は 5 〔tf／m2 〕）で ， 7．4．2 （2）で後述する よ う

に 場所打 ち杭 は ， 土木関係 （道路 ・ 鉄道） に比 べ て ，

先端抵抗重視型に な っ て い る 。

　   　学会

　建築基礎指針（1988）
5）

は ，
1974 年発行 の 厂建築基

礎構造設計規準 ・同解説 」 を改訂 し た もの で ある 。

地盤調査関係お よび住宅基礎関係は，各 々 別冊 と し

て 「建築基礎設計 の た め の 地 盤 調 査 計 画 指 針」

（1985），
「小規模建築物基礎設計の 手引 き」 （1988）

が発行され て い る 。

　土木関係 の 基準類 と異な り， 目本建築学会が学術

・技術的な内容を中心に 将来 の 方向 も含め て ま とめ

た，基礎設計をす る上で の 基本的な考 え方の 参考書

的な もの で ある
12）

。 1．3節で説明され た よ うに ，前

記行政諸基準 とは従来表裏一体で あ っ た が差異 も生

じ るよ うに な っ て きた こ と ， 法的な規制力 は無 い こ

と ， 考え方を示す もの で ある こ とを明確にする た め

に，名称 が 「規準」 か ら 「指針 」 に 変更 され た 。 指

針で は ，   場所打 ち杭 ・埋 込 み 杭 等 の 非 排 土 杭

（non −displacement　pile）に 対 す る
cc

基準支持力
”

（杭径 の 10％ の 沈下 の 時 の 支持力） の 導入，  先端

抵抗 と周面抵抗 に対する別個 の 安全率 （寄与係数）

の 概念導入 ，   周面抵抗 の 増加 （N ／5〔tf／m2 〕か ら

N ／3 に67％ 増加）， 等 の 提案が行われ て い る 。

7．4 各基準類の鉛直支持力 算定式 の 比較

7．4．　1 打込み 杭

　（1） 先端支持力

基本的に は ， 砂質地盤で は ，
Meyerhof（マ イヤ ホ

フ ）
t3）

が，飽和 した微細砂 または シ ル ト質砂 に お け

June ，　1992

購　　座

る コ ー
ン 貫入 試験 の qc値 と 1＞値 の 相関関係 と ， 平

均的に q，
＝q。 lt で あ る と い う結果か ら提案 し た

　　9ult＝ 4N 〔tons　per　sq ．　ft．〕

　　　 ＝ 39N 〔tf／皿
9
〕注1） ……・・……・………・…・凾…Cl）

を ， 載荷試験の データ に基づ い て低減 させ た

　　 qUlt＝30　N 　　〔tf／M2 〕　・・孕…　輔・◆・・四・・・・・・・・…　rr・r・・◆・〔2｝

が ， 各基準類で 用 い られ て い る 。

　粘性土地盤で は ， 各基準類で 次の よ うに な っ て い

る。

　　 9ult＝Cidiま た は C2　N ・・……・・……・……・……
｛3）

こ こ に ，

1道 副 鉄 司 港 湾 建 築 （学会）

・ ，　1 9 8　　　　　　　 6

一
一

　 （1）式 か ら  式 へ の 低減 に 関 し て は ，寸法効果等
5）

が挙げ ら れ て い る が ， ほ か に も次の よ うな要因が考

えられ る。

　   　鉛直載荷試験 で軸力分布を測定す る場合 ， 通

　　常試験開始時の軸力 を杭 全長 に わ た っ て ゼ ロ と

　　仮定する 。 し か しな が ら ， 打込 み前 の 軸力 を初

　　期値 とする と ， 打込み の 影響 に よ っ て載荷試験

　　開始時に杭頭以外 で は か な りの 軸力がすで に発

　　揮 され て い る 。 こ れ は ， 初期残留軸力 と呼ばれ

　　 て い る もの で ある が ， 杭先端にお い て極限先端

　　支持力の 10〜40％程度 の 値が測定 され て い る
15）

。

　　 し た が っ て ， 通常 の 測定法 で は ， 杭先端 で の 初

　　期残留軸力 を無視 して い る の で ， そ の 分だ け真

　　の先端抵抗 よ り低 く見積る
IS）

。

　  　先端地盤 が（1）式 の 条件 と異な る揚合 ， 細粒分

　　が多 くな る と係数 は 低減す る 。 例え ば ， 非塑性

　　シ ル トに対 し て は
， 後 に q。lt＝ 3N 〔tons　per　 sq ．

　　ft，〕が提案され て い る
14）
。 た だ し，逆 に砂礫地

　　盤で は係数 は大き くな る可能性 が ある
17）

。

　  式 で，先端付近地盤 で の平均N 値N の算定に 際

し て ， 鉄道関係以外は杭先端上方 の 範囲として 4D

を採用 し て い る 。 こ れ は ，
van 　der　Veen （フ ァ ン

デ ル ビ ーン） ら
ls）が qcか ら g。 lt を 推定 す る 場合 に

下方 1D ・上方3．75D と提案 し た も の を ，
　 Meyer・

注 1） 文献
L3 ⊃

の ton は米 トン （　＝ge7　kgf）で あ り ， 1 〔ton

　 　 per　 sq ．　 ft．〕≒ 100〔kN ／m2 〕
14）で あ る （Meyerhof 教授 と

　 　 の 私 信に よる）。
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hof19）が下方 11）・上方 4D と して 用 い た もの に よ

っ て い る も の と考 え られ る 。 鉄道関係
2）

で は ， 日本

で の現場実験お よび モ デル実験 に基づ い て，砂 ・ 砂

礫地盤で上方 2D ， 粘性土 ・軟岩地盤で 上方 ID を

採用 し て い る 。 理論的 に は ， こ の 影響範囲は先端地

盤 の 高圧下で の ダイ レ イ タ ン シ ー特性が関係する と

考え られ ， 平均的 に は鉄道関係 の もの に近 い が ， 上

限 とし て は上方 4Z）程度 と考え られ る
2D）

。 支持層へ

の 必要根入 れ深 さは ， 施工 性 や薄層支持層問題 との

関連にお い て重要な問題点の 1 つ で あ り， 今後 さ ら

に多 くの 現場デー
タ に よ る検討が必要 と考 え られ る 。

　粘性土地盤に対す る（3｝式に 関 し て は ， 解析的 ・ 実

験 的に 得 られ た 値を参考に ，
Skempton （ス ケ ン プ

ト ン）が半経験値 として 提案 した C1 竺 9が ， 英国で

一般 的に設計で 用 い られ て い る
2t）

。 建築基礎指針
5）

が控え 目の C ， を提案し て い る の は ， 粘性土地 盤に

杭先端が ある載荷試験例が， 日本で それ ほ ど多 くな

い ため で ある と解説 され て い る 。 こ の背景 に は ， 支

持層の 主な対象 とな る 土丹層で ， 十分な根入 れ を期

待す る こ とが不合理で ある とともに ， そ の 上部の 層

が非常に軟弱な揚合も多い こ とな ど も考慮 され て い

る と の こ とで あ る 。

　道示
1）

で は ， （2）式が粘性土地盤 に も適用 され る と

し て い る が ， 前述  の 理 由に よ り， かな り過大な値

を推定す る可能性が あ る 。 た だ し ， 摩擦杭 （道示 で

は粘性土 の支持層 を大略N ＞20 と定義） の場合 ， 杭

先端 の 支持力は原則 と して考慮 しな い も の と して い

る 。 また ， 軟岩 ・土丹を支持層とす る打込 み 鋼管杭

に 対する 算定式 が ， 巻宋の 参考資料に別途提案され

て い る 。

　  　周面摩擦 支持力

　各基準類 の 周面摩擦力算定式 の 比較 を 図
一7．1 に

示 す 。 砂質土地盤で はf＝ N ／5 〔tf／m2 〕が一般 に用 い

られ て い るが，建築基礎指針 で は ， こ の 値は下限で

安全側で あ る こ と か ら，平均的傾向に 対応す るノ＝

N ／3を推奨 し て い る 。 全般的傾向と して，上限値の

引き上げ等に よ り， 各基準類 と も改訂 に よ り増加し

て きて い る 。

　（3） 安全率

　各基準類 の 安全率 をま とめ て 表
一7．1 に 示す 。 港

湾施設基準が ほ か に 比 べ て 低い 安全率を採用し て い

る 理 由に っ い て は ， 7．3，3に前述 し た とお りで あ る 。
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図
一7．1 各基準類 の 打込み杭 の 周面摩擦抵抗f の 算定

　　 　　式 の 比 較

　7．4．2 場所打ち杭

　（1） 先端支持力

　1950年代中ごろか ら1960年代初め に か け て
， オ

ー

ル ケ
ー

シ ン グ工 法 （ベ ノ ト工 法）， ア
ー

ス ド リル 工

法 ， リバ ー
ス 工 法の施工 機械が欧米か ら導入 され ，

環境問題 に関連 し て そ の 後急 速に施工 例が増加 し た 。

し か し， 施工 が先行 し
， そ の 支持機構は 必 ず し も明

らか で は な か っ た 。 現場実験 ・ モ デル 実験に よる支

持機構 の 研究や軸力分布を測 定 し た載荷試験デー
タ

の 蓄積 に よ り， 砂質土地盤注2）に 先端 が あ る 揚所打

ち杭では ， 打込 み杭 の極限先 端支持力 と同等 の 先端

支持力 が発揮 され る の に ， 杭径以上の 非実用的な沈

下が必 要な こ とが指摘 される と ともに
，

1980年代に

改訂 され た基準類で は
， 設計 の 考え方お よび算定式

が大幅に 変更され た 。 変更 の 主 な点は， 道示
1） ・建

造物設計標準
勿 ・建築基礎指針

6）
と もに ， 極限支持

力に 変わ る基準支持力 （杭径 の 10％の （杭頭）沈下量

の時 の 支持力 ， ただ し基準先端支持力の 評価 の 観点

か ら は杭先端沈下量 を用 い る べ き と考 え られ る
2S）

）

の 導入 と ， それ に伴 う先端抵抗 の 減少 で ある 。 各基

準類 の先端抵抗算定式 の 比較 を図一7．2 に示 す。

　基準支持力 の定義 を最初に 導入 した鉄道関係に よ

る と ， 杭径の IO6eと し た 理 由は ， 次 の と お り で あ

注 2） 粘性土地盤 に 先端が ある場合の データは，日本 で は あ ま

　　 り多 くない が ，米 国に お ける 過 圧 密粘土 地盤 で の 載荷試験

　　 結果 の統計的データ
22⊃

に よれ ば ， 杭径の 約 5 ％の 先端沈下

　　 量 で ほ ぼ極限値 に 達 し，砂質 土 の 揚合 と極 め て 異な っ た 傾

　 　 向を示す。
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表
一7．1 各基準類の 打込 み 杭 の 鉛直支持力 に 対す る 安全率

道 路
D

鉄 道 2，

港 湾 3》

建築 （行政）
4’
　 建築 （学会）

S）

支　持　杭　　摩 擦 杭

常 　時 3 4
3．3 2，5 以上 長　　期 3 同 　 　左

一　 　 　 　 時 2．5

死 　 　荷 　 　重 2，0 支 持 杭　　摩　擦　杭
短 　 　期 1．5 同　　左地 震時 2 3

列　車 荷 重 1．7
1．5 以上 　 　 　2．0 以上

備 考 ・一定の 条件を満たす摩擦杭 ・逆数の 安 全係数 で 与 え 短 期に は，地

は支持 杭 と同等 の 安全率 られ て い る 震 時 と暴風 時

・載荷試 験 を行 っ た 支持杭は ・一時状態とは 常時荷重 が含まれ る

1．0／1．2倍補正 ＋
一

時荷重が作用した

状態

睾
。

羇

翼

鰻

銀

loeG

500

劇

　 　 　 0　　　　　　　　20　　　　　　　　4Q　　　　　　　　60　　　　　　　　80

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 N 緲 質土）

図
一7．2 各基準類の 場所打ち杭 の 先端抵抗9 の 算定式

　　　　 の 比較

る
24）

。

  載荷試験デー
タ に お い て 比 較的大 きな沈下量

　　を生ず る ま で 載荷 した もの で も，沈下量／杭径

　　＝S／D ＝O．　1程度 の もの が多い 。 ま た ， 荷重 一

　　沈下量 曲線にお け る急折点の 荷重 の 1，5倍 に 相

　　当す る荷重 で S／D ＝O．1程度に な る もの が多い
。

　  　建築学会 の 旧規準 （1974年版） に お け る 先端

　　抵抗算定式 q ＝ 15N 〔tf／m2 〕は，（結 果 的 に ）

　　S／D ＝ ・ O。1 を基準 と し て い る こ とにな る 。

　元 々
， 杭径 の 10％と い う値は ，

1942年の Terzaghi

の 提案
25）

に基づ くもの と され て い る
2エ）

。 こ れ は ， 打

込み 杭に対す る極限先端支持力 の 定義 の た め に 提案

され た もの で あ る が ， 打込み杭で は先端沈下量が杭

径の 2．5％で も極限値の 80〜 90％に達 する
26 ）

こ とに

Jilne．1992

も留意し て ， 場所打ち杭 等に適用する の が望 ま し い

と考え られ る。杭 の 周面摩擦抵抗が 5／D ＝0．01程

度で 最大値に達す る こ と と， 揚所打ち杭 の 径が 1 皿

程度以上の もの が多い こ とか ら，
5／D ＝0．1 を基準

とする こ との 妥当性に は ， 批判的な意見 も多 い
。 米

国の ある マ ニ ュ ア ル
22）

で は ， 杭先端沈下量0．05D が

採用 され て お り，杭先 端 沈 下 量 O．　025D と い う提

案
！e）

もあ る 。 建築墓礎指針
5）

で は，部分安全率 に 相

当す る 寄与率 の 概念 が提案 され ， 基準先端支持力 と

周面摩擦支持力 に別個の 安全率 を用 い る方法 が提唱

され て い る。

　現状で は他の 土質工学問題同様 ， 杭 の 挙動 を非線

形弾塑性的に連続 して検討する の で な く， 鉛直支持

力 と沈下 （安定問題 と変形問題 ， すな わ ち剛塑性論

と弾性論） に分離 して検討す る が
， 杭 と は打込 み杭

で あ っ た歴史的経緯か ら ， ま だ 前者が主 で あ る 。 先

端支持力算定法を よ り合理 的に する た め に は ，周面

摩擦支持力 を含め た連続的な荷重
一
沈下関係 の 観点

か らの 杭 の 挙動 と，上部構造物 の 終局 ・使用限界状

態に 対する 許容沈下量 と の 関連が 明確 な構成 の設計

法 の 確立が望 まれ る 。

’

　なお ， 基準先端支持力 に 対す る S／D ＝ O．　1 の段階

で は
， 物理的極限先端支持力 に対す る S／D ＞1 の 揚

合よ り も ， 杭先端付近地 盤 の 影響領域は ず っ と 狭

い
E°）

。したが っ て ， 7．4．1〔1｝で述 べ た 打込 み 杭 の 先

端支持力算定 の た め の平 均N 値N の 影響範囲に比 べ

て ，非排土杭で あ る場所打ち杭 で は狭 い 範囲の N 値

が影響する と考 え られ る 。 建造物設計標準
2）

で は下

方 0〜1D （硬岩〜 砂質土）， 建築基礎指針
5）

で は下

方 1D ・ 上方 ID が影響範囲 と し て 採用 され て い る 。

下方 ID ・上方 4D も含め て ， 3 種 の 影響範囲で 実
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図一7．3 各基準類 の 場所打 ち杭の 周面摩擦抵抗f の 算

定式 の 比較

測結果 を統計的解析 した結果 に よる と ， 下方 1D ・

上方 1D が最も妥当で あ る と い え そ うで あ る
23）

。

　  　周面摩擦支持力

　各基準類 の 周面摩擦抵抗の 比較を図
一7．3に示 す。

1980年以降の 改訂で ， 先端抵抗が減少 し た の に 対 し ，

周面摩擦抵抗 は載荷試験データ を基に かな り大幅に

増加 して い る 。 結果的に ， 各旧基準類 に よ る許容鉛

直支持力 は ， 現行基 準類に よ る もの と
一
般的に は大

きな差異 は生 じ な い
。

比較計算例は ， 例えば文献
27）

に 示 され て い る 。 しか し，
1978年以降変わ っ て い な

い 建築 の 行政関係 は ， 土木関係 に比 べ て先端支持力

重視型に な っ て お り ， 実際と非常 に矛盾 し て い る と

の 指摘が ある
28）

。

　〔3） 安全率

　鉄道関係
2）

で は ， 場所打 ち杭に対す る安全率を ，

表
一7．1 に示 した打込 み杭 の もの と変え て い る 。 例

えば ， 先端支持力は常時 の 場合， 倍の 安全係数 （す

な わ ち半分 の 安全率） と し て い る 。 こ の 理 由にっ い

て は ， 7．3．2で 述 べ た 。

　 また，建築基礎指針
5）

で は ， 7，4．2（1）で 述べ た よ

うに部分安全率 の 考え方 を提案 し て い る 。

　 7．4．　3　埋 込み杭

　 1980年版道示で は ， 埋込 み杭 の 支持力性状 （特 に

水平支持力）が不 明確で 道路橋の 基礎 と し て は信頼

性が十分 で な い と の 判断 によ り適用 か ら除外 し，杭

径以上 の 拡大掘 りを行わ な い 中掘 り工 法に対 して の

み基準を定 め て い た
9）

。
1990年版道示

1）
で は ，セ メ

ン トミル ク噴出攪拌方式 の 工 法で ， 施工実績があ る

62

と認 め られ るも の に限っ て 極限先端支持力がか な り

増加 され た 。 建造物設計標準
2）

で も， 埋 込み杭 （既

製杭工 法）は ， 特殊施工 法 と し て い る。

　一方 ， 鉛直力 を主 に 設計 し て きた建築関係で は，

行政的に セ メ ン トミル ク工 法に よ る 埋込み杭が g ＝

20N 〔tf／M2 〕 と定め られ て い る
4）

。 さ らに ， 種々 の

埋 込 み杭工 法 が，建築基準法第 38条 （特殊 な材料ま

た は構法 に関する規定）に基づ き ， 日本建築セ ン タ

ー
の 評定 ・建設大臣の 認定 を受 け， 個 々 に認め られ

た支持力算定式に よ っ て用 い られ て い る 。

7．5 最近 の動向と課題

　7，5．1　 地 盤沈下地帯に おける杭

　基準類に お い て ， ネ ガ テ ィ ブ・フ リク シ ョ ン （NF ）

が作用 する場合の 設計法が定 め られ て い る が，通 常

支持杭 を想定 した もの で あ る 。し か し，上部構造物

の 浮 き上が りだ け で な く， 支持力的に も問題に なる

事例が報告され るよ うに な っ て きた 。 例 えば ， 国鉄

（現 JR）が ， 東海道新幹線標準高架橋 の 目違い 発生

の 調 査 を行 っ た結果で は ， 地盤沈下地帯 で 比較的小

数 の 長尺杭 を完全支持杭 と し て 用 い て い る場合に
，

大 き な 目違 い が発生 し て い る こ と が わ か っ た
29）

。 地

盤沈下地帯で摩擦杭 また は不完全支持杭 を用 い た

例
30）・s1）

も報告 され て い る が ， 現状 の 基準類で は，

こ の よ うな場合 は具体的に規定 され て お らず ， 特別

な調査 ・検討等が必 要 とな る た め ， ル
ー

チ ン 的な 設

計 は行えな い
16）
。土木関係で は ，

一般 的な摩擦杭は

採用 しや す い よ うに変更 され て きた が
， ウ t 一

タ
ー

フ ロ ン トの 埋立地で の 開発が盛 ん に な る に っ れ ，
NF

の 作用する 摩擦杭が
， 総合的に 見て 最 も望 ま し い 基

礎形式に な り うる ケ ー
ス も増加 す る と考え られ る。

基準類に 設計法 の 指針 ・規定が 与え られ る レ ベ ル ま

で の ， 杭 と地盤の 相互 作用 の メカ ニ ズ ム の 土質力学

的観点か らの 研究 と， 現場 で の実測 デ ータ の 集積が

早期に望 まれ る 。

　 7．5．2 周面摩擦抵抗 と非排 水せ ん断強度の

　　　　 相関関係

　粘土地盤 中の 周面摩擦抵抗 f と非排水せ ん断強度

Cv は ，砺 が 5 〔tf／m2 〕程度 ま で は か な り相関が良 い

が ，
Cu が大 き くな る に つ れ非常 に ば らつ くよ うに な

る
e）
。 そ の結果 ， 前述 の よ うに設計基準類で はf ＝

c。 と し， ノの 上限値 を打込み杭 で は 10〜15〔tf／M2 〕
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と し て い る 。

　欧米 で は，海底油田開発に関連して長 さ 100皿 以

上 の杭 が ，
か な り以前 か ら設計 され て きた が， こ の

よ うな場合は f に本当に 上 限があ る か ど うかが杭長

決定に大き く影響す る 。
こ の ため種々 の 研究が行わ

れ て きた が ， f の 算定を有効 応 力 的 に∫＝
砺 tan φ

（ah ≡有効水平応力） で 考 え る と ，　 f を直接決 め る

の は Cu で はな く砺 で ある こ とが分 か る 。 正規圧密

粘土 で は ・ t、　tan・il≒ ・ v（1− ・i・ φ）tan・diで φ≒ 30
°

・
Cu

／σ v ≒ 0．3 な らば 砺 tan φ≒ Cu とな る た めに！＝ α Cu で

α≒ 1 とな る と解釈 さ れ る 。

一方 ， 室内 の 要素試験

結果に よ る と， 過圧密比が 増加す る と C 。 も 砺 （ま

た は K 。 値） も当然増加す る が，増加率は Cu の 方が

ず っ と大 きい こ とが知 られ て い る 。
し たが っ て ， 過

圧 密比 が 大 き くな る に つ れ上記 の α の 値は 1 か ら減

少す る と考 え られ る
16）

。こ の よ うな観点か ら既往 の

デ ータ を整理 した結果 ，
Semple＆ Rigdena2）

は ，　f

をCu で な く過圧 密比 に 関係 す る C。／σ v （た だ し杭 長

全体 の 平均値）の 関数 とす る方が良 い 相関が あ る こ

とを示 し た 。 そ の 結果 を単純化し て 設計図 を提案 し

て い る が ， そ の 図は建築学会 の 指針
5）

に 参考的 に紹

介され て い る 。

　摩擦杭 の増加 と ともに ， 粘土地盤中の 周面摩擦抵

抗 f の 算定は，ます ます重要に な る 。 前述 の 観点 か

ら，杭 の載荷試験開始時 の応力， すなわ ち初期残留

応力
16）

も考慮 した 個々 の 層に お け る f と Cu の 相関

を調 べ れ ば ， 周面摩擦抵抗 の メ カ ニ ズ ム を ， 土質力

学的に 明確に で きる可能性 があ る と考え られ る 。

　 了．5．3　限界状態設計法

　 現行の 設計法は ，
い わ ゆ る許容応力度設計法に よ

っ て い る 。
し か し ， 設計法全体が ， 限界状態設計法

　（ま た は 荷重抵抗係数設計法）に 移行するす う勢に

あ る 。 限界状態設計法で は ， 不確実性 が種 々 の 変動

要因 ご とに分類 され ， それ ぞれ に対 して 安全係数が

設 け られ ， 従来 の よ うに すべ て の 不確実性 を包括 し

た 安全率 とい う概念は な くな る 。 こ の 際 　7．　4．　2〔1）

で述 べ た よ うに
， 上部構造 の 使用限界 と杭 の 不同沈

下量 の 関係 を明 らか に し た上で ， 許容変位量に 基づ

い た使用限界状態 を どの よ うに設定する か が ， 重要

　な課題 とな る 。
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